
 

 

 

   

 

 

平成27年５月12日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社  小 野 測 器 

代表者名 代表取締役社長  安 井 哲 夫 

（コード番号６８５８  東証第一部） 

問合せ先 取締役管理本部長 濵 田  仁 

 （TEL．045－476－9706） 

 

 

内部統制システムの基本方針の改定に関するお知らせ 

 

当社は、平成27年５月12日開催の取締役会において、「内部統制システムの基本方針」の改定を下記の

とおり決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

 

内部統制システムの基本方針 

 

１．当社および当社子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制 

当社グループの取締役および使用人に法令・定款および社会規範の遵守を徹底するため，当社グルー

プ全体のコンプライアンス体制に係る規程を制定する。また，当社グループの横断的なコンプライアン

ス体制を整備するため，行動規範（コンプライアンス・マニュアル）等の作成，教育・研修の実施など，

コンプライアンスに関する取り組みを行うこととする。 

当社グループの取締役および使用人が，法令・定款等に違反する行為を発見した場合の通報およびそ

の内容・対処案が取締役会・監査役会に報告される体制に係る内部通報規程を制定し当該体制を整備，

運用する。 

内部監査室は，コンプライアンスの状況を監査する。 

 

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

取締役の職務の執行に係る情報は，文書または電磁的媒体（以下，文書等という。）に記録し，その取

扱は当社社内規程およびそれに関する管理マニュアルを整備してこれらに従い適切に保存・管理する。 

取締役および監査役は常時文書等を閲覧できるものとする。 

 

３．当社および当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

損失の危険の管理に関する体制を整備するため，当社グループ全体のリスク管理に関する規程の制定

を行い，リスク管理委員会の設置と，その下にリスクカテゴリー（コンプライアンス，情報セキュリ

ティ，品質，輸出管理，環境，災害等）毎の分科会を置くこととする。 

リスク管理委員会は，当社グループ全体のリスク管理を総括し，リスク管理に関する規程の整備，運

用状況の確認等を行い，また損失の危険のある事態が生じた場合に，その内容・対処案が当社の取締役

会・監査役会に報告される体制を整備することとする。 

 



 

 

 

４．当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

経営組織として取締役会を頂点とし，その下に経営会議，トップマネジメントミーティング，営業会

議等を設置し，年度計画に基づく目標達成のため，経営判断・業績報告・業務の進捗状況確認等を行う。 

取締役会は毎月１回定例で開催し，取締役会規則に定められている付議事項および付議基準に該当す

る事項について審議する。また，取締役会では月次の業績の報告と，その内容について各担当取締役に

結果の要因分析とその改善策等を報告させる。 

経営会議は毎週１回定例で開催し，取締役，常勤監査役，執行役員全員が出席する。経営会議では経

営会議規程に基づき業務執行に関する重要事項に係る意思決定を迅速に行い，経営効率を向上させる。 

日常の業務執行に際しては，職務権限規程等に基づき権限の委譲が行われ，権限を委譲された各部署

の責任者は当該権限の範囲で意思決定を行い，業務を執行する。また，各部署の責任者が取締役，常勤

監査役に対しその業務執行状況を四半期毎に報告する四半期報告会を設置する。 

 

５．当社子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 

当社子会社の業務執行の状況を確認するため，当社の定める子会社管理規程に基づき，一定の事項に

ついて子会社に対し当社への報告・承認を義務づけるとともに，当社の営業会議に当社子会社の取締役

を出席させ情報の共有化を進める。 

 

６．当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社の定める子会社管理規程に基づき，当社の子会社担当取締役等および子会社代表取締役をメン

バーとする会議を設置し，当社グループ全体の経営目標を見据えた当社子会社の経営（事業計画，資金

計画，業績評価，組織・人事管理等）に関する事項を策定するとともに，これに伴う業務について当社

の関係部門からの業務提供を行う。 

 

７．当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

並びに当該使用人の取締役からの独立性および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

当社の監査役の職務を補助すべき使用人に関する当社社内規程を整備し，次の事項を明記するととも

に当該規程を実施，運用する。 

・監査役の職務を補助する部門を内部監査部門または総務部門とし，監査役は内部監査部門または総

務部門所属の使用人に監査役業務に必要な事項を命令することができる。 

・当該使用人は監査役の指揮命令に関して，取締役，所属部署長等の指示・命令を受けないものとす

る。 

・当該使用人は監査役の指揮命令に従う。 

 

８．当社の取締役および使用人並びに当社子会社の取締役，監査役および使用人またはこれらの者から報告

を受けた者が当社の監査役に報告するための体制その他の当社の監査役への報告に関する体制 

当社グループの役員および使用人は，監査役会の定めるところに従い，当社の各監査役の要請に応じ

て主に次の事項につき報告および情報提供を行う。 

・業績および業績見込の発表内容，重要開示書類の内容 

・月次の経営状況として重要な事項 

当社グループの役員および使用人は，主に次の事項については発見次第，直ちに監査役に報告を行う。

また，当該事項につき通報体制の担当部署で通報を受けた場合等は，当該部署担当者等より監査役に報

告を行う。 

・当社または子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項 

・重大な法令・定款違反 

 

 

 



 

 

 

９．当社の監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保

するための体制 

当社の監査役に報告を行った当社グループの役員および使用人等に対しては，内部通報規程に定めら

れている通報者に対する不利な取扱の禁止および不利な取扱をした者への処分に関する規定と同様の取

扱をすることとする。 

 

10．当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行につい

て生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項   

当社の監査役がその職務の執行について，当社に対して費用の前払，負担した債務の弁済等の請求を

したときは，当社は当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められ

た場合を除き，当該費用または債務等の支払等の処理を行う。 

 

 

11．その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

当社の常勤監査役は，業務執行の状況を把握するため，経営会議，トップマネジメントミーティング，

営業会議等の重要な会議に出席する。また，各監査役は必要に応じて業務執行に関する文書等を閲覧し，

取締役および使用人にその説明を求めることができる。 

 

12．財務報告に係る内部統制の強化 

金融商品取引法に定める財務報告に係る内部統制の整備に関し，財務報告の信頼性の確保および資産

の保全を達成するために，「統制環境」「リスクの評価と対応」「統制活動」「情報と伝達」「モニタリング

（監視活動）」「ＩＴ（情報技術）への対応」の 6 つの基本的要素を業務に組込み，当社内のすべての者

によって遂行されるプロセスを確立する。 

これらを具体的に実施するにあたり，必要な体制を整備し，運用する。 

 

以 上 

   

 


